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　いまこの文章を読もうとされている，あなたは，それぞれ様々ないきさつ
（本屋での時間つぶしでの立ち読み？   試験前でせっぱ詰まって？   仕事の関係で仕方

なく？   行きがかり上の偶然？   もしや知的財産法の研究に憧れて？？）があって，
これを読むことになっているのであろうが，知的財産や知的財産法というもの
に対して，おそらくは，なにかしら関心や興味をもっておられるという方がほ
とんどだろう。
　そして，その中でも，知的財産や知的財産法について，まずは，それがどの
ようなものなのか，その大まかな全体像を知っておきたいという思いをもって
おられる方も少なくないかもしれない。
　本書は，そのような思いをもっておられる方にとって，ささやかながらのサ
ポートとなることを期待して，企画構成・執筆されたものである。
　もっとも，書店やネットのブックストアには，知的財産法の入門書や解説書
があまた並んでいることはご存じであろう。手きびしい読者は，「いろいろな
入門書が出ているけれども，けっきょく，この本の特徴はどこにあるのだ？」
という「突っ込み」をするかもしれない。
　そこで，本書の特徴をごく簡単にアピールすると，

○　知的財産法の骨格となる重要事項のほとんどを網羅的に押さえて制度
趣旨から丁寧に説明しつつも，記述にメリハリをつけてコンパクトに
「パッケージ」していること
○　図表やイラスト，具体例を豊富に加えることで，文章だけでは理解し
にくい事柄についても「見える化」していること

という点を挙げられるだろう。
　こんにち，知的財産法という学問分野が対象としている領域は，極めて多岐
にわたっている。月並みな言い方をすれば，テクノロジー，農業，医療，文芸，
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デザイン，エンターテインメント，ブランド品等々，それぞれ一見まるで何の
つながりもなさそうなものが，すべて知的財産法の守備範囲内にある。そのた
め，知的財産，知的財産法について知ろうとしても，いったいどこから手をつ
けてよいのか，どのような事柄がポイントなのか，戸惑うことも多いかもしれ
ない。
　そのような戸惑いを解くには，まずは本書第 1章に目を通して知的財産や知
的財産法というものの基礎的なイメージをしっかりとつかんでほしい。それか
ら先は，読者の興味に合わせて自在に活用していただきたい。たとえば，テク
ノロジーに関心が高ければ第 2章，美術や音楽，映画，ゲームといったものに
興味が強ければ第 3章，パクリ商品やブランド品，ビジネスや起業が気になる
のであれば第 4章や第 5章，といった具合で，自らのもっとも興味のあるとこ
ろを糸口に次第に理解を広げつつ，深めていけばよいのである。
　あるいは，知的財産法についての知識を既にある程度もっている読者なら，
自らの知識をあらためて体系化して整理するために本書を通読する，といった
使い方もあるだろう。
　さらに，法律を専門としていないから，知的財産法を掘り下げて学ぶつもり
はないという読者であっても，本書を傍らに置いておいて，それぞれの専門分
野での活動をより一層盛り立てるために知的財産法をどのように活用できるか
折に触れて参照するという使い方をしていただければ大歓迎である。

　もちろん，本書は，知的財産，知的財産法という広大な世界のゲートにすぎ
ない。本書では，メリハリを付けてコンパクトにパッケージすることを重視し
た反動もあって，知的財産法の一分野である意匠法については，第 3章「著作
権法」や第 5章「不正競争防止法」の関連部分で簡潔に紹介しているものの，
独立の章を設けて触れてはいない。だから，そのような部分も含めて，本書の
内容では飽きたらないと思った読者は，より専門的な書籍や論文へ読み進めば
よいし，本書でも引用している重要裁判例を手始めに様々な裁判例を読んでも
よい。本書では，より深く学ぶための参考文献リストを巻末に掲載しているの
で，これも大いに活用していただきたい。



iii

はしがき

　われわれ人間は，呼吸をして食事をして生きていると同時に，日々計り知れ
ない多種多様な情報を無意識に吸収して，自ら新しい情報を創出して発信する，
というサイクルを繰り返し続けていくことによって人間らしい活動をしている
のである。したがって，われわれを取り巻いているあらゆる情報が潜在的には
知的財産，そして知的財産法の対象となる可能性を秘めているともいえる。す
なわち，知的財産というものの外延は，人間の創造力が定めてゆくものである。
人間の創造力が無限であるとすれば，知的財産の範囲も絶えず変化を続けるは
ずである。本書で説いている内容は，あくまでも西暦 2016 年という時点での
知的財産法であって，本書を機縁として知的財産法に触れた読者が，その創造
力を活かして，本書に未だ書かれていない知的財産，知的財産法のより美しい
世界をこれから将来へ向けて描いてくれるとすれば，著者にとって幸甚の至り
である。

　本書の刊行に際しては，有斐閣の栁澤雅俊さんに大変お世話になった。企画
前半段階ではあわせて同社の辻南々子さんにもお世話になった。特に栁澤さん
には，著者の一人（このはしがき文案を書いた第 2章担当の某）の遅筆を主たる原
因とする，相次ぐ刊行の遅れにもかかわらず，本書の細部及び全体にわたって
忌憚のないコメントや提案をしていただき，編集者として最後まで辛抱強くお
付き合いをしていただいた。著者一同から心からの謝意と敬意を顕して末尾の
言葉としたい。

2016 年晩夏　　蟬しぐれが虫の声にうつろいはじめた季節に

著 者 一 同
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Ⅰ　知的財産とは何か

第 1章　はじめに

Ⅰ■知的財産とは何か　　　
Ⅱ■知的財産保護の目的　　
Ⅲ■各法の特徴と相互関係　
Ⅳ■知的財産の国際的な保護

Ⅰ　知的財産とは何か

1　身の回りにあふれる知的財産 　  
　「知的財産」の例としては，特許権の対象となる「発明」，著作権の対象とな
る「著作物」，意匠権の対象となる「意匠」，商標権の対象となる「商標」など
が挙げられる。これらの概念の詳細な説明は次章以下に譲るが，おおざっぱに
説明すると，「発明」というのは技術的アイデア，「著作物」というのは言語や
絵画等における表現，「意匠」とは産業上利用されるデザイン，「商標」とは商
品やサービスに付けられるマークのことである。あなたの家にある電化製品や，
あなたが持っているスマートフォンには無数の発明が使われている。そしてそ
のスマートフォンのデザインは，意匠である。また，書籍に収められた小説，
CDに収められている音楽や，ブルーレイディスクに収められた映画は，著作
物である。さらに，あなたが店で買う商品のほとんどには，メーカー名や商品
名を示すマークが付けられている。このように，「知的財産」は身近な物の中
にたくさん見つけることができる。
　では，これらのものに共通する特徴は何だろうか。技術的アイデアと芸術的
表現と産業デザインとマークは，一見まったく異なったもののようであるが，
これらが「知的財産」という言葉でひとくくりにされるからには，共通する特
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徴があるはずである。そのような特徴とは，これらはみな「情報」である，と
いうことである。情報のうち，事業活動に用いられるものや，学問・芸術等の文
化的な活動によって生み出されたものの一部が，「知的財産」と呼ばれている。

2　知的財産の特徴──情報（無体物）であること 　  
　「情報」である，という知的財産の特徴の意味するところについて考えてみ
よう。情報とは形のない「無体物」であり，「無体物」と対になる概念として
は「有体物」（形あるもの）がある。
　たとえば，シャツは有体物である。Aがあるシャツを着ているとき，その
シャツを他人が着ることはできないし，Aのシャツが盗まれると，Aはその
シャツを着ることはできない。逆に，Aがそのシャツを着ているとき，その
シャツはAから盗まれていないと断言できる。これが有体物としてのシャツ
の話であるが，では，そのシャツの「デザイン」という情報（無体物）につい
てはどうであろうか。シャツのデザインについては，Aがそのシャツを着て
いても，たとえばデジカメで撮影するなどして，入手することは可能であり，
しかもそのことは複数人が同時に行うことができる。つまり，シャツのデザイ
ンを「盗んだ」としても，有体物であるシャツ自体がなくなったり，Aがそ
のシャツを着られなくなったりするわけではない。無体物である情報は，有体
物であるシャツとは異なって，同時に複数の人間が利用することができる。
　ところで，「Aと Bが同じシャツを着ている」という文章を読んで，あなた
はどのような状態をイメージするだろうか。①Aと Bとが二人羽織のように，
一つのシャツを二人で着ている状態をイメージするか，②Aと Bが，有体物
としては別々のシャツをそれぞれ身に着けている状態をイメージするか，のど
ちらかであろう。おそらく，②の状態をイメージする読者の方が多いのではな
いだろうか。①の状態の場合，「同じシャツ」の「同じ」は，有体物であるシ
ャツが同一であるという意味で使われているが，②の状態の場合，「同じ」が
意味しているのは，デザイン（という情報）が同一であるということである。
　この意味で「同じ」という言葉を使う例は日常でも多い（そして，本書では
「同じ」とか「同一」という言葉はほぼこの意味で使われる）。「昨日食べたのと同じ
牛丼を食べた」というときの「同じ」もこれである。ここでいう「同じ」とは
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品質が同一であることを通常意味し，さらにいえば同一のレシピ（という情報）

にもとづいて調理されたものであることを意味するだろう。このように，情報
は複数の有体物に具現化することが可能である。言い換えると，情報があれば，
「同じ」物をたくさん作ることができる（→図表1─1参照）。
　そして，情報自体は，何度利用されてもなくならない。有体物としての牛丼
は食べればなくなってしまうが，レシピがなくなることはない。たとえば，A
が考えたレシピをBが無断で使って，牛丼を何杯作ったとしてもAのレシピ
がなくなるわけではない。では，Bのこのような行為は，法で規制されるべき
だろうか。Aの作った牛丼（という有体物）を盗む行為が「悪い」行為であっ
て，これが法で規制されるべきであること（実際に法規制されていること）に異
論のある人はいないだろう。しかし，牛丼のレシピ（という情報）となると，
話はそう簡単ではない。AのレシピをBが無断で使用しているとしても，A
がそのレシピを使えなくなるわけではなく，Aは依然としてそのレシピで牛
丼を作ることができるのであれば，Aは何も困らないようにもみえるからで

図表1─1　情報（無体物）と物（有体物）の関係
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第 2章　特 許 法

Ⅰ■特許法の目的と全体像　　　　　　
Ⅱ■特許法の保護対象と保護要件　　　
Ⅲ■特許権の効力と限界　　　　　　　
Ⅳ■特許権の侵害と法的救済　　　　　
Ⅴ■特許権の発生と帰属　　　　　　　
Ⅵ■特許権を取得するための手続　　　
Ⅶ■特許権を財産権として活かす仕組み

Ⅰ　特許法の目的と全体像

　特許法とはどのような法律なのだろうか？ ここでは，特許法の目的や全体
像について簡潔に理解する。

1　特許法の目的 　  
　特許法とは，どのようなことを目的としている法律なのであろうか？ 特許
法の条文をみてみると，最初に置かれている条文（1条）には，発明を保護す
ることによって産業の発達に寄与することを目的とするという趣旨が書かれて
いる。このことからも明らかなように，特許法とは，究極的には産業の発達へ
の寄与を目的としている法律であるといえる。では，どのようなやり方で，こ
のような目的を実現しようとしているのか，これから特許法についての理解を
進めるため，その概要を以下簡単に把握することにしたい。
　特許法とは，技術的なアイデア（発明と呼ばれる）に対して特許権という権利
を与えることによって，原則として特許権を有している者（特許権者と呼ばれ
る）だけが，一定の期間，その発明を利用する行為をできるようにして，その
発明を利用して得られる経済的価値を特許権者だけが確保できるという仕組み
を定めている法律といえる。
　もっとも，そのような仕組みを作ることが，どうして産業の発達に寄与する
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ことになるのかについては，いまだ一つのハッキリした答えが用意されている
わけではない（→第 1章Ⅱ2 Column 1）。その答えとなる考え方は，第 1章で
も説明されているところであるが，次のような説明をすることもできるであろ
う。
　すなわち，多額の投資や労力，時間を費やして開発された，優れた技術的な
アイデアであっても，そのようなアイデアを用いた商品を世の中に向けて販売
することによって，そのアイデアの中身がたちどころに広く知れ渡ってしまう
可能性がある。もしそのままの状態が放置されるとすれば，そのアイデアをマ
ネした商品がたちどころに次々と現れることによって，最初に多大な投資を行
って技術開発をして商品を売り出した者は自らの商品が売れなくなったり，値
下げを余儀なくされたりすることとなって，十分な売り上げを得ることができ
なくなる可能性が生じる。そして，結局はそのアイデアの開発にかけた莫大な
費用を回収することができなくなってしまうことも考えられるであろう。その
ようなことが頻繁に起きてしまうようでは，いずれは，誰も新たな投資を行っ
て，新しい技術的なアイデアの開発等を行わなくなって，常に他人のアイデア
を利用することばかりを狙うようになるかもしれない。それでは，社会に新し
い優れた技術が提供されなくなり，世の中の産業全体の発展も停滞してしまう
ことにもなりかねない。
　そこで，特許法は，優れた技術的アイデアについて，原則として，そのアイ
デアを考え出した者しか一定期間は利用できないように定めることによって，
アイデアの開発にかけた投資を回収する機会を確保している。第 1章でみたよ
うに，知的財産を法的に保護する方法には，隠された情報を保護する方法と，
公開された情報を保護する方法の両方があるが，特許法は後者の方法を採用し
ている（→第 1章Ⅱ1）。その方がより技術の発展に資すると考えられるためで
ある。具体的には，特許権を得ようとする場合，特許権の対象とする発明の内
容について詳細に記述した書類（出願書類と呼ばれる）を特許庁という官庁に提
出（出願と呼ばれる）し，その出願書類の内容について，出願から一定期間経過
後は社会に広く公開される。さらに特許権が与えられた発明については，その
詳細な内容が蓄積され，データベースとして広く公開され，誰でもその内容を
知ることができる仕組みがつくられている。これによって，誰でも優れた技術
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的アイデアの内容にアクセスし，特許権者から許諾を受けることによってそれ
を利用したり，あるいはそれを基により優れた技術的アイデアを創作したりす
る機会を得ることができる。
　このように，特許法とは，技術的アイデアである発明についての保護を法的
に与えることで新たな発明を創作するインセンティブを与える一方で，優れた
発明を広く社会に公開することによって，それらを基にさらに新しい発明が創
作されるための環境を社会に整えることを通じて，広く産業の発達を狙ってい
る法といえる。

2　特許法の全体像 　  
　次に，1でみたような目的を実現するために，特許法は，どのような仕組み
を定めているのか，その全体像を具体的に概観してみることにする。
　まず，保護の対象となる範囲として，「発明」という概念を明確に定義した
上で，特許法による保護を裏づける権利である特許権が付与されるための要件
を定めている。さらに，特許権が成立するまでの一連の手続についても定めて
いる。すなわち，発明が創作されることによって，特許を受ける権利が発生し
て発明を創作した者（発明者）に原始的に帰属すること，特許を受ける権利を
基に特許庁に出願がなされ，特許庁ではそれを審査し，特許法の定める要件を
充たすものと判断した場合には，特許査定が下されて，特許料の納付等の手続
を行うことによって，特許登録がなされて特許権が発生することを定めている。
あわせて，特許庁における手続の詳細についても定めるとともに，特許登録さ
れた発明については広く社会に公開されることについても定めている。
　その上で，特許権とは，具体的にどのような効力を有する権利であるのかを
定めており，特許権侵害とはどのように判断されるのか，特許権が侵害された
場合にいかなる法的救済がなされるのかについて定めるとともに，発明の社会
における利用とのバランスを図るために，特許権の効力が制限される場合につ
いても定めている。また，特許発明を特許権者以外の者が利用するための手段
として，実施権の仕組みも定めている。
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第 3章　著作権法
Ⅰ■著作権法の全体像　　　　
Ⅱ■著作物の要件　　　　　　
Ⅲ■権利の帰属　　　　　　　
Ⅳ■著作権の効力　　　　　　
Ⅴ■著作権の制限　　　　　　
Ⅵ■著作者人格権の効力と制限
Ⅶ■権利侵害と救済　　　　　
Ⅷ■保護期間　　　　　　　　
Ⅸ■著作権・著作物の利用　　

Ⅰ　著作権法の全体像

　ここでは，他の知的財産法と比較した著作権法の特徴を挙げながら，著作権
法がどのような内容を定めているのか，その全体像を把握する。

1　著作権法の目的 　  
　著作権法の目的は，著作物等の公正な利用に留意しつつ，著作者等の保護を
図ることにより，文化の発展に寄与することである（1条）。多くの著作物が社
会に生み出され，人々がその価値を享受できることは，芸術や学問をはじめと
する文化の発展を促すための重要な要素である。そこで著作権法は，著作物を
創作した著作者に対し，著作物に関する権利を与えることによって，著作物の
創作活動を促進することを意図している。また，著作物は，それが広く頒布さ
れ利用されることによって，多種多様な情報を社会にもたらすものであり，文
化の発展に寄与するものとなる。そこで，法の目的においても，著作者を保護
することと同時に，著作物の公正な利用についても配慮することが謳われてい
る。
⑴　保護の対象──著作物

　著作権法は，著作物と呼ばれる，多種多様な創作物（小説，映画，音楽，絵画，
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写真，建築物，地図など）を保護する法律である。私たちは，これらの著作物を，
様々な方法で見たり，聞いたり，使用したりして生活している。こうした著作
物の利用に関するルールを定めているのが著作権法である。
　ただし，著作「物」といっても，著作権法が保護の対象としているのは，有
形的に存在する「物」ではない。たとえば，小説は，印刷・製本され，書籍と
いう物（＝有体物）として存在するが，小説の文章表現自体は，有形的な形を
もたずに存在している（＝無体物）。この無体物である表現こそが著作物であり，
著作権法は，無体物である表現を保護している。その表現が固定された有体物
（上記の例でいう書籍）については，民法上の所有権という別の権利により利用
のルールが定められている 1）。そのため，購入した書籍を焼却する場合には民
法（所有権）が，その書籍の文章の一節を利用する場合には著作権法が，それ
ぞれ適用されることになる。前者はその書籍の有体物の側面が，後者は無体物
の側面が利用されているからである（→第 1章Ⅰ2も参照）。

　もっとも，両者の権利が重複する場合もある。たとえば，彫刻の所有者が，展示
の際の安全を考えて，その一部を切除した場合，有体物としての側面を利用してい
ると同時に，彫刻の表現である無体物の側面も利用（改変）していることになる。
著作権法は，有体物としての利用が，その無体物としての利用にも当たる場合には，
所有権者であっても，その処分権限が制限されるとしている（詳細は，頒布権・譲
渡権・貸与権，同一性保持権の箇所→Ⅳ1⑵⒞，及びⅥ4等を参照）。

　創作物を保護する法制度としては，特許法（→第 2章参照）も存在するが，
特許法が産業上利用される技術的な思想（アイデア）を保護対象としているの
に対し，著作権法は，文化的な創作物の表現を保護対象としている点で，対象
とする創作物の性質が異なる。
⑵　著作者等の保護──著作権と著作者人格権

　著作者には，著作権と著作者人格権という 2種類の権利が付与されている。
著作権は，著作者の財産的利益を，著作者人格権は，著作者の精神的利益を保
護する権利である。

1）　最判昭和 59・1・20民集 38巻 1号 1頁〔顔真卿自書建中告身帖事件〕。
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　これらの権利を取得するのは著作者（＝著作物を創作した者〔2条 1項 2号〕）で
ある（17 条 1 項）。一つの著作物に対して，複数の著作者が存在することもあ
る（共同著作物〔2条 1項 12 号〕。→Ⅲ2参照）。このように，著作権法は，著作
物を創作した者に権利を帰属させることを原則としているが，一定の要件を充
たした場合には，実際に著作物を創作した者ではなく，その使用者である法人
等が著作者となることも認めている（職務著作〔15 条〕。→Ⅲ3参照）。
　なお，著作権は譲渡できるが（61 条 1 項），著作者人格権は著作者の一身に
専属するものとされ，譲渡することはできない（59 条）。そのため，著作権を
有する者（著作権者）が，著作者であることもあれば，著作者以外の者である
こともある。これに対し，著作者人格権は常に著作者が有することになる。
　著作者は，これらの権利にもとづき，自分の作った著作物を勝手にコピーさ
れて販売されたり，改変されたりすることを禁止できる。
　では，なぜ，著作者にこうした権利が与えられるのだろうか。著作権等が付
与される根拠については，様々な考え方が示されている。大別すれば，著作物
には創作者の思いや才能など，その者の人格が反映されているから，創作者が
その利用に対して権利を有することが正当化されるとの考え方（人格権的理解）

と，自らが創作した著作物の利用に対して対価を取得する手段を与えることに
より，著作物の創作や公表が促進され，より多くの富が社会に生じるという観
点から，これを正当化する見解（功利主義的理解）がある。多くの著作物が商品
として経済的価値を有し，実際に市場で取引されていることを考えれば，後者
の視点が不可欠であることは否定できないが，わが国の著作権法は，著作者の
人格的利益についても保護しており，いずれかの見解にのみ与するのは適切と
はいえないだろう。具体的な権利範囲の判断においては，文化の発展という法
目的から，いずれの側面を重視すべきかを個別に考えていく必要がある。
⑶　著作物の保護と公正な利用

　では，著作権，著作者人格権とは，どのような権利であろうか。17 条 1 項
によれば，著作者人格権とは，18 条から 20 条に定められた権利であり，著作
権とは，21 条から 28 条に定められた権利である。ここから分かるように，著
作権，著作者人格権とは，これらの個別の条項が定める権利の総称にすぎない。
個別の条項では，それぞれの権利の対象となる具体的な利用行為（たとえば，
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第 4章　商 標 法

Ⅰ■商標法の全体像　　
Ⅱ■商標登録の要件　　
Ⅲ■商標権の効力・制限
Ⅳ■類　　似　　　　　

Ⅰ　商標法の全体像

　ここでは，商標法の特徴を挙げながら，商標法がどのような内容を定めてい
るのか，その全体像を把握する。

1　商標法の目的 　  
⑴　商標保護の重要性

　ある人が，「私は 5年間同じシャンプーを使っている」と言ったとしよう。
これを聞いて，5年分以上の分量のシャンプーの詰まった巨大なボトルが存在
すると思う者はいまい。シャンプーのボトルは通常は半年もしないうちに空に
なるはずであり，その人は定期的に別のボトルを買っているはずである。では，
その人が店でその「別のボトル」を購入するとき，その中身がいつものシャン
プーと同じものであることがなぜわかるのであろうか。その答えは普通はこう
である。銘柄（マーク）が同じだから。
　その人が，その愛用しているシャンプーの成分の詳細について知らなかった
としても不自然ではない。その人は，5年前に初めてそのシャンプーを使用し
たときに満足が得られたので，5年間同じマークのものを買い続けているので
あろう。このように，われわれはほとんど無意識のうちに，マークを頼りに商
品やサービスを探し，購入している。
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　マークを付けることは，商品やサービスを提供する者にとっても必要なこと
である。いくら良質の商品を作っても，それと他者の提供する（品質の劣る）

商品とを区別する手段がなければ，その良質の商品を宣伝し，消費者に購入さ
せることは不可能である。自らが提供する，同じ品質の商品に同じマークを付
けることによって，他者の提供する同種の商品との識別を可能にし，その商品
に満足した者がそれを繰り返し購入することを容易にすることとなる。このよ
うに，自分の商品（又はサービス）と他人の商品（又はサービス）との識別のた
めに用いられるマークを商標という（より厳密な定義については後述する）。
　商標を保護する必要があるのは，上記のように，商標が識別力（それが付け
られた商品やサービスと，他者に由来する商品やサービスとを識別する力。出所表示機

能ともいう）をもつからである。Aが既にシャンプーの商標としてマーク aを
使用しているところ，Aと無関係なBが，自分の製造販売するシャンプーに
マーク aとよく似たマーク bという商標を使用したとしよう。この場合，A
製のシャンプーを愛用している人が，B製のシャンプーをA製だと思い込ん
で購入してしまうおそれがある。このような状態を指して，「aの識別力（出所
表示機能）が害されている」という。商標の識別力が害されても放置されるよ
うな社会では，商標を信頼して商品やサービスを購入することができなくなっ
てしまう。そこで，商標法をはじめとする法によって，商標が保護されている。
⑵　二つの目的──需要者の利益と産業の発達

　商標法の目的規定（1条）は，「商標を保護することにより，商標の使用をす
る者の業務上の信用の維持を図り，もって産業の発達に寄与し，あわせて需要
者の利益を保護することを目的とする。」と規定している。同法にいう「商標」
とは，商品やサービスに付けられるマーク，ブランドのことである。同じ産業
財産権法である特許法，実用新案法，意匠法の目的規定（特許法 1条，実用新案
法 1条，意匠法 1条）をみてみると，これらが「産業の発達に寄与すること」の
みを目的として掲げているのに対し，商標法は「産業の発達への寄与」に加え，
「需要者の利益保護」についても目的として掲げている。
　「需要者」というのは聞きなれない言葉かもしれないが，商標法上，「需要
者」とは，商品やサービスの消費者だけでなく，流通業者など取引に携わる者
（取引者）を含む概念である。そして，「需要者の利益」とは，需要者が商標を



229

Ⅰ　商標法の全体像

信頼して商品選択を行うことができることによる利益を指すものと思われる。
冒頭のシャンプーの例のように，同じ商標の付された商品の出所（「しゅっし
ょ」と読む）や品質が同じであると信じるからこそ，同じ商標の付された商品
を安心して繰り返し購入することができたり，ある商標の付された商品につい
ての広告や他人の評価を参考にすることができる。
　また，「産業の発達への寄与」とは，商標の保護により品質競争が促進され
ることを指していると思われる。商品を提供する側の者にとって，商標が正し
く機能していないと，上記の通り，その提供する商品と他者の商品との区別が
困難になり，ひいては需要者が誤って他者の商品を選択し，その（質の劣る）

商品に対する評価が自分に向けられてしまうというような迷惑を被ることとな
る。需要者が購入した商品についての評価が正しくその商品の出所に向けられ
てこそ，公正な品質競争が成立し，良質な商品を提供するための資本投下が促
されることになる。

　商標法上，商品の「出所」とは，商品の製造者を意味するとは限らない。たとえ
ば，コンビニで販売されている商品の中に，そのコンビニの商標 aが付けられたペ
ットボトル入りの緑茶があるとしよう。その緑茶がそのコンビニを運営している会
社Aとは別の会社Bによって（Aとの契約にもとづいて）製造されてそのコンビ
ニのマークが付けられて出荷されたのだとすると，その緑茶の出所はどこになるだ
ろうか。この場合，商標法上は，この商品（緑茶）の出所はAであると評価され
る。商標 aを見た需要者は，Aを信頼してその商品を購入しており，
また，A自身がその商品を製造していないとしても，その品質は（契約にもとづ
いて）Aがコントロールしているといえるからである（出所がどこかという問題
は，→Ⅲ3⑶でも説明する）。

2　商標法と不正競争防止法の比較──登録主義と使用主義 　  
　商標のような営業上用いられるマークの保護に関する法律としては，商標法
の他にも不正競争防止法の「商品等表示」に関する諸規定がある（詳しくは次
章で紹介する）。いずれの法も，マークを用いて事業活動を行う者の営業上の利
益を保護するためのものといえ，事実これらの法の保護範囲は相当程度重なっ
ているといえるが，保護の手法には大きな差がある。商標法は登録により発生
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第 5章　不正競争防止法

Ⅰ■不正競争防止法の全体像
Ⅱ■周知商品等表示混同行為
Ⅲ■著名商品等表示冒用行為
Ⅳ■商品形態のデッドコピー
Ⅴ■営業秘密の不正利用　　

Ⅰ　不正競争防止法の全体像

　ここでは，不正競争防止法の全体像について概観する。同法は「特許権」や
「著作権」というような権利をあらかじめ発生させるのではなく，「不正競争」
により利益を侵害された者を救済するという「行為規制」型の知的財産法であ
る。

1　不正競争防止法の特徴 　  
　不正競争防止法（以下，「不競法」という）は，その名の通り，市場における
公正な競争の実現のため，不正競争を禁圧するための法である。不競法の特徴
として，「行為規制」であることが挙げられる。不競法は，特許法などのよう
に知的財産（特許法の場合は発明）に対する権利（特許法の場合は特許権）を発生
させて保護するのではなく，「不正競争」として定義される特定の行為により
利益を侵害された者を保護するという構造になっている（なお，特許法，著作権
法や商標法のように「権利」を発生させて知的財産を保護する法を「権利付与法」とい

う。→第 1章Ⅲ1参照）。すなわち，不競法は，2条 1項各号において，同法上
「不正競争」となる行為を列挙しており，その不正競争によって営業上の利益
を害されるか，そのおそれのある者に当該行為者に対する差止等請求権（3条）

及び損害賠償請求権（4条）を認めている。
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　権利付与法においては，差止請求をできる主体が明確に限定されている。た
とえば，特許法上，特許権侵害行為に対し差止請求のできる主体は，特許権者
と専用実施権者に限定されている（特許法 100 条）。これに対し，不競法の場合，
差止請求をできる主体であるかは，問題の不正競争によって営業上の利益を害
される（おそれのある）者であるか否かで決まるので，解釈の余地が大きい（→
Ⅱ4やⅣ5参照）。この点も同法の特徴の一つである。

2　規制される行為 　  
　不競法 2条 1項各号において掲げられている不正競争は，1号から 15 号ま
で多岐にわたるが，Ⅱ以降で詳しく扱うのは，特に重要と思われる，営業上の
マーク（商品等表示）に関する同項 1号・2号，商品形態に関する同項 3号，及
び営業秘密に関する 4号から 10 号までである。これらを含め，同項各号の不
正競争をまとめたものが，図表5─1である（なお，規定のイメージをつかみやす

不正競争となる行為 具体例

周知表示主体混同行為（1号） 本章Ⅱ参照

著名表示の冒用（2号） 本章Ⅲ参照

商品形態の模倣（3号） 本章Ⅳ参照

営業秘密の不正利用（4号～10号） 本章Ⅴ参照

技術的制限手段の回避装置の提供（11
号・12号）

DVDのコピープロテクションを解除するプログ
ラムの提供（11号），ケーブルテレビ放送を
「タダ観」するためのスクランブル解除装置の販
売（12号）

ドメイン名の不正取得（13号）
A社に常識外の高価格で買い取らせるために，
A社の社名やA社の商品名を含むドメイン名
（○○○ .comや△△△ .jp など）を取得

品質誤認行為（14号） 外国産のウナギに「国産」の表示を付して販売

競業者に関する虚偽事実の告知・流布
（15号）

「A社はわが社の有する知的財産権を侵害してい
る」との虚偽の事実を，A社の取引先に告知

代理人等による商標不正使用（16号）
A国で「かばん」について商標権を取得してい
るB社の代理人が，B社に無断でその商標の付
されたかばんを（日本で）販売

図表5─1　不正競争行為の類型とその具体例
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くするために，Ⅱ以降で扱わない不正競争については，具体例も紹介している）。
　上記の不正競争については，差止め（3条 1項）や損害賠償（4条）等の民事
的救済が認められるほか，一部の行為には刑事罰（21 条）も用意されている。
また，上記の不正競争の他，国際約束にもとづく禁止行為として，外国の国旗
の商業上の使用行為（16 条），国際機関の標章の商業上の使用（17 条）及び外
国公務員等への贈賄（18 条）が定められており，これらの規定に違反すると，
刑事罰の対象になる（21 条 2 項 7 号）。このように，不競法の守備範囲はとても
広い。

Ⅱ　周知商品等表示混同行為

　ここでは，不競法 2条 1項 1号の不正競争とそれに対する規律について概
観する。この規定の解釈においては，需要者の混同のおそれを極力放置しない
ような解釈論が採用されている。

1　規制の目的 　  
　不競法 2条 1項 1号（以下，「1号」という）は，市場で既に他人の表示として
認知されているものを使用して，需要者に混同を生じさせる行為を規制するた
めのものである。1号は，商標法とともに，マークの識別力を保護するための
規定といえる（商標法との保護の方法の違いについては，→第 4章Ⅰ2参照）。

2　1号の不正競争の成立要件 　  
　1号は，他人のものとして需要者に広く認識されている「商品等表示」と同
一ないし類似の商品等表示を使用することで，需要者に商品や営業の出所につ
いて混同を生じさせる行為を不正競争としている。以下，これらの要件につい
て説明する。
⑴　商品等表示

　⒜　概　要　　1号は，不競法上の「商品等表示」を「人の業務に係る氏名，
商号，商標，標章，商品の容器若しくは包装その他の商品又は営業を表示する
もの」と定義している。要するに，他人の商品や営業を識別する機能（出所表
示機能）をもつもの一般をいい，商標法上の「商標」（→第 4章Ⅱ1）のような
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